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Ⅲ 数値目標 

 

 

 

項目 現状 目標 

受入困難

事例の 

割合 

重症以上傷病者の搬送のうち、医

療機関に 4 回以上受入れ照会を行

った割合 

0.6% 

〔全国 8 位〕 

（R2） 

1%未満 

重症以上傷病者の搬送のうち、現

場滞在時間が 30 分以上の割合 

1.7% 

〔全国 8 位〕 

（R2） 

2%未満 

救急搬送人数に占める軽症者の割合 
41.7％ 

（R4） 
40％未満 

救急要請から医師引継ぎまでに 

要した平均時間 

35.1 分 

〔全国 7 位〕 

（R3） 

35.0 分以内 

心肺機能停止傷病者搬送人員のうち、一般市民

により除細動が実施された件数 

8 件 

〔人口比全国 32 位〕 

（R3） 

10 件 

心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応方

針を定めている消防本部の割合 

33.3%〔3/9 本部〕 

（R3） 

全国平均以上 

（61.6%：R3） 
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救急医療体制構築に係る指標 

 

現状
福井県 全国平均 備考

救急救命士の数
【消防庁：救急・救助の現況】

254名
（33.1人／人口10万人）

31,762名
（25.2人／人口10万人）

令和4年4月1日現在

住民の救急蘇生法講習の受講率
【消防庁：救急・救助の現況】

37.2人／人口1万人 37.3人／人口1万人

令和3年中調査
普通･上級講習の人
口1万人あたりの受講
者数

ＡＥＤの設置台数
【日本救急医療財団：AEDマップ】

3,448台
（449.2台/人口10万人）

348,973台
（277.1台/人口10万人）

令和5年9月1日現在

●

心肺蘇生を望まない心肺停止患者
への対応方針を定めている消防本部
の割合
【消防庁調査】

33.3%
（3消防本部）

61.6%
（446消防本部）

令和3年中調査 全国平均以上

救急隊による心肺蘇生を望ま
ない傷病者への対応方針の策
定など、活動基準を具体化

救急搬送人員数
【消防庁：救急・救助の現況】

27,100人
（3,498人／人口10万

人）

5,491,744人
（4,336人／人口10万

人）
令和3年中調査

救急医療の適正利用にかかる
普及啓発
「救急安心センター事業
（#7119）」導入の検討

初期救急医療施設数
【厚生労働省：医療施設調査】

17施設
（2.18施設/人口10万

人）

1,578施設
（1.24施設/人口10万

人）
令和2年中調査

一般診療所のうち、初期救急医療に
参画する機関の割合
【厚生労働省：医療施設調査】

24.4% - 令和2年中調査

入院救急
第二次救急医療機関数
【厚生労働省：病床機能報告】

30施設
(3.87施設/人口10万

人)

3,335施設
(2.63施設/人口10万

人)
令和3年中調査

救命救急センターの数
【厚生労働省：救急医療体制調査】

2施設
(0.26施設/人口10万

人)

300施設
(0.24施設/人口10万

人)
令和5年中調査

救急担当専任医師数
【厚生労働省： 救命救急センターの
評価結果】

23人
（2.97人/人口10万人）

3,310人
（2.61人/人口10万人）

令和3年中調査

救急担当専任看護師数
【厚生労働省： 救命救急センターの
評価結果】

71人
（9.17人/人口10万人）

18,488人
（14.6人/人口10万人）

令和3年中調査

救命後医療

転棟・転院調整をする者を常時配置
している救命救急センター数
【厚生労働省：救命救急センターの評
価結果】

1機関
（50%）

167機関
（56%）

令和3年中調査

●
救急搬送人数に占める軽症者の割
合
【消防庁：救急・救助の現況】

41.7% 47.2% 令和4年中調査 40%未満

救急医療の適正利用にかかる
普及啓発
「救急安心センター事業
（#7119）」導入の検討

●

心肺機能停止傷病者全搬送人員の
うち、一般市民により除細動が実施さ
れた件数
【消防庁：救急・救助の現況】

8件
（1.03件／人口10万人）

1,719件
（1.4件／人口10万人）

令和3年中調査 10件以上

小学校を含めた学校教育現場
での救命救急教育を支援
幅広い年代に対する救急蘇生
法講習会の受講促進

救命救急センター充実段階評価Sの
割合
【厚生労働省： 救命救急センターの
評価結果】

0% 32.9% 令和3年中調査

救命救急センターの応需率
【厚生労働省：救命救急センターの評
価結果】

98.8% 79.4% 令和4年中調査

救命後医療

緊急入院患者における退院調整・支
援の実施件数
【NDB】

- - 令和3年度

初期救急
入院救急

転院搬送の実施件数
【都道府県調査】

73件
（9.19件/人口10万人）

54,813件
（42.9件/人口10万人）

平成29年調査

入院救急
救命医療

二次三次医療機関の転院搬送の受
入件数（救命救急センターを除く)
【都道府県調査】

2,217件
（279件/人口10万人）

457,843件
（357件/人口10万人）

平成29年調査

救急車の受入件数（二次救急医療機
関）
【都道府県調査】

19,807件
（2,493件/人口10万人）

4,520,283件
（3,534件/人口10万人）

平成29年調査

救急車の受入件数（救命救急セン
ター）
【都道府県調査】

5,610件
（706件/人口10万人）

1,416,478件
（1,107件/人口10万人）

平成29年調査

数値目標 施策等

病院前救護

区分

ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー

指
標

初期救急

救命医療

指　　標
（●：重点指標）

小学校を含めた学校教育現場
での救命救急教育を支援
幅広い年代に対する救急蘇生
法講習会の受講促進

初期救急
入院救急
救命医療

プ
ロ
セ
ス
指
標

メディカルコントロール協議会
の活用により、救急隊員が適
切に医療機関に搬送できる体
制を維持

救命医療

病院前救護
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現状
福井県 全国平均 備考

●
救急要請（覚知）から医師引継ぎまで
に要した平均時間
【消防庁：救急・救助の現況】

35.1分
（全国7位）

42.8分 令和3年中調査 35.0分以内

●

重症以上傷病者の搬送において、医
療機関に４回以上受入れの照会を
行った件数
【消防庁： 救急搬送における医療機
関の受入状況等実態調査 】

21件
(0.6%：全国8位)

12,998件
（3.0%）

令和2年中調査 １%未満

●

重症以上傷病者の搬送において、現
場滞在時間が３０分以上の件数
【消防庁： 救急搬送における医療機
関の受入状況等実態調査 】

56件
(1.7%：全国8位）

26,807件
(6.1%)

令和2年中調査 2%未満

救急医療機関やかかりつけ医、介護
施設等の関係者が参加したメディカ
ルコントロール協議会や多職種連携
会議等の開催回数
【厚生労働省調査】

1.0回/年平均 1.5回/年平均 令和3年度中調査

メディカルコントロール協議会
の活用により、救急隊員が適
切に医療機関に搬送できる体
制を維持

心原性でかつ一般市民により心肺機
能停止の時点が目撃された症例の
1ヶ月後生存率
【消防庁：救急・救助の現況】

9.4% 11.1% 令和3年中調査

心原性でかつ一般市民により心肺機
能停止の時点が目撃された症例の
1ヶ月後社会復帰率
【消防庁：救急・救助の現況】

7.0% 6.9% 令和3年中調査

一般市民が目撃した心原性心肺機
能停止傷病者のうち、初期心電図波
形がＶＦ又は無脈性ＶＴの１ヵ月後社
会復帰率
【消防庁：救急・救助の現況】

22.3% 23.5% 令和3年中調査

数値目標 施策等区分

病院前救護
初期救急
入院救急
救命医療

救命後医療

指　　標
（●：重点指標）

ドクターヘリの効果的な運用の
検討
ドクターカーの県内での導入の
あり方の検討

プ
ロ
セ
ス
指
標

病院前救護
初期救急
入院救急
救命医療

救命後医療

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
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